
陸上自衛隊訓令第２号

防衛庁組織令（昭和29年政令第178号)第172条の規定に基づき、陸上幕僚監部の内

部組織に関する訓令を次のように定める。
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陸上幕僚監部の内部組織に関する訓令
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平成６年６月24日隊訓第11号 平成７年３月20日隊訓第９号

平成９年１月17日庁訓第１号 平成10年３月25日庁訓第12号

平成10年４月９日隊訓第18号 平成12年３月22日隊訓第12号

平成13年１月６日庁訓第２号 平成13年３月26日隊訓第11号
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平成17年３月30日庁訓第34号 平成18年３月24日隊訓第16号

平成18年７月28日庁訓第83号 平成19年１月５日庁訓第１号

平成19年３月27日省訓第10号 平成19年８月30日省訓第145号

平成20年３月25日省訓第12号 平成21年３月23日隊訓第９号

平成21年７月29日省訓第48号 平成22年６月30日省訓第29号

平成23年４月19日省訓第20号 平成26年３月24日省訓第10号

平成26年５月30日省訓第35号 平成27年10月１日省訓第39号

陸上幕僚監部の内部組織に関する訓令（昭和32年陸上自衛隊訓令第21号）の全部を

改正する。
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附 則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この訓令は、陸上幕僚監部（以下「幕僚監部」という ）の内部組織の細部。

に関し必要な事項を定めるものとする。

第２章 監理部

（総務課）

第２条 総務課に、次の３班及び３室並びに副官２人を置く。

企画班

渉外班

監理班

民間力推進班

行政文書管理室

庶務室

広報室

（企画班）

第３条 企画班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 各部、監察官、法務官及び警務管理官の事務の連絡調整に関すること。

⑵ 幕僚監部の当直勤務及び行事の統一に関すること。

⑶ 中央業務支援隊の管理に関する連絡に関すること。

⑷ 幕僚監部の庶務に関すること。

⑸ 部内及び課内の事務の総括及び庶務に関すること。

⑹ 幕僚監部の所掌事務で他の所掌に属しないものに関すること。

（渉外班）

第４条 渉外班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 渉外に関すること。

⑵ 渡航手続の事務処理に関すること。

⑶ 地方協力本部の業務（地方における渉外に係るものに限る ）の運営に関する。

こと。

（監理班）

第５条 監理班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 業務計画の方式、業務計画の作成、実施及び実施の検討の手続並びに業務計画

の実施の検討に関すること。

⑵ 隊務の能率的運営の調査及び研究並びに隊務の運営の改善に関すること。

⑶ 幕僚監部の組織及び定員に関すること。



⑷ 統計に関すること。

⑸ 報告統制に関すること。

第５条の２ 民間力事業者の能力の活用の計画に係る事務をつかさどる（装備計画部

及び衛生部の所掌に属するものを除く ）。

（行政文書管理室）

第６条 行政文書管理室は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 陸上幕僚長（以下「幕僚長」という ）及び陸上幕僚副長（以下「幕僚副長」。

という ）の官印及び幕僚監部印の保管に関すること。。

⑵ 公文書の認証、接受、発送、編集及び保存に関すること（衛生部、人事教育計

画課、運用支援課、装備計画課及び指揮通信システム課の所掌に属するものを除

く 。。）

⑶ 文書の審査に関すること（法務官の所掌に属するものを除く 。。）

⑷ 幕僚監部の発信調整に関すること。

⑸ 陸上自衛隊史の編さんに関すること。

⑹ 情報の公開に関すること。

⑺ 保有個人情報の保護に関すること。

（庶務室）

第７条 庶務室は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 幕僚長及び幕僚副長の庶務の整理その他特命事項に関すること。

⑵ 幕僚副長の行う幕僚監部の部務の整理の補助に関すること。

⑶ 幕僚長及び幕僚副長に対する文書の進達に関すること。

（広報室）

第８条 広報室は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 広報に関すること。

⑵ 中央音楽隊の管理に関する連絡に関すること。

⑶ 地方協力本部の業務（地方における広報に係るものに限る ）の運営に関す。

ること

（副官）

第９条 副官は、課長の命を受け、幕僚長及び幕僚副長の庶務をつかさどる。

（会計課）

第10条 会計課に、次の４班を置く。

総括班

経理班

予算班

会計監査班

（総括班）

第11条 総括班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 会計事務に関する技術指導に関すること。

⑵ 中央会計隊の管理に関する連絡に関すること。

⑶ 課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（経理班）

第12条 経理班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 金銭会計及び債権管理に関すること。

⑵ 収入の決算に関すること。

⑶ 旅費に関すること。

⑷ 職員の給与の事務処理手続に関すること。

⑸ 契約の事務処理手続に関すること。

⑹ 原価計算の実施基準に関すること。



（予算班）

第13条 予算班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 予算に関すること。

⑵ 経費の決算に関すること。

⑶ 支出に関すること。

⑷ 支出負担行為の計画に関すること。

（会計監査班）

第14条 会計監査班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 会計の監査に関すること。

⑵ 会計監査隊の管理に関する連絡に関すること。

第３章 人事教育部

（人事教育計画課）

第15条 人事教育計画課に、次の３班及び４室を置く。

企画班

制度班

ワークライフバランス推進企画班

予備自衛官室

服務室

教育室

再就職管理室

（企画班）

第16条 企画班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 職員の人事の計画の総合調整に関すること 。

⑵ 職員の補充に関すること（募集・援護課の所掌に属するものを除く 。。）

⑶ 部内各課の所掌事務に関する文書で部隊及び機関の行動に関して発せられるも

のの認証、編集及び保存に関すること。

⑷ 部内及び課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（制度班）

第17条 制度班は、職員の人事制度の調査、研究及び改善に関する事務（ワークライ

フバランス推進企画班の所掌に属するものを除く ）をつかさどる。。

（ワークライフバランス推進企画班）

第18条 ワークライフバランス推進企画班は、女性職員活躍及びワークライフバラン

スの推進に関する事務をつかさどる。

（予備自衛官室）

第19条 予備自衛官室は、予備自衛官、即応予備自衛官及び予備自衛官補の制度及び

招集手続に関する事務をつかさどる。

（服務室）

第20条 服務室は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 職員の分限、懲戒、服務及び規律に関すること。

⑵ 知能及び性格等に関する適性検査に関すること。

⑶ 礼式、表彰、服制、旗章及び標識に関すること。

⑷ 職員の安全管理の計画に関すること。

⑸ 職員の事故報告に関すること。

（教育室）

第20条の２ 教育室に、次の２班を置く。

計画班

教育班

（計画班）



第20条の３ 計画班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 教育訓練計画に関すること（訓練課の所掌に属するものを除く 。。）

⑵ 基本教育の制度に関すること。

⑶ 予備自衛官補の教育訓練の総合的な計画に関すること。

⑷ 室内の事務の総括及び庶務に関すること。

（教育班）

第20条の４ 教育班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 部隊及び機関の基本教育の評価に関すること。

⑵ 部隊及び機関の基本教育の実施に関すること。

⑶ 学校及び教育関係の部隊の業務の総合運営に関すること。

⑷ 教育の受託及び委託に関すること。

（再就職管理室）

第20条の５ 再就職管理室は、職員の離職後の就職に関する規制並びに自衛隊法（昭

和２９年法律第１６５号）第６５条の１１第１項、第３項及び第４項の規定による

届出に関する事務をつかさどる。

（補任課）

第21条 補任課に、次の２班及び職員人事管理室を置く。

人事第１班

人事第２班

（人事第１班）

第22条 人事第１班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 幹部自衛官の任免、補職、昇給その他の人事に関すること（人事教育計画課の

所掌に属するものを除く 。。）

⑵ 課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（人事第２班）

第23条 人事第２班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 准陸尉並びに陸曹及び陸士の任免、補職、昇給その他の人事に関すること（人

事教育計画課の所掌に属するものを除く 。。）

⑵ 自衛官候補生及び陸上自衛隊高等工科学校の生徒の任免その他の人事に関する

こと（人事教育計画課の所掌に属するものを除く 。。）

⑶ 部内からの一般幹部候補生及び陸曹候補生等の選抜に関すること。

（職員人事管理室）

第24条 職員人事管理室は、事務官等の任免、昇給その他の人事に関する事務をつか

さどる（人事教育計画課の所掌に属するものを除く 。。）

（募集・援護課）

第25条 募集・援護課に、募集・援護調整官１人を置く。

２ 募集・援護調整官は、課長の命を受け、募集・援護課の所掌事務を整理する。

第26条 募集・援護課に次の３班を置く。

総括班

募集班

援護班

（総括班）

第27条 総括班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 職員の募集の計画及びその実施の調整に関すること。

⑵ 職員の再就職の援助の計画及びその実施の調整に関すること。

⑶ 地方協力本部の業務の運営に関すること（総務課の所掌に属するものを除

く 。。）

⑷ 課内の事務の総括及び庶務に関すること。



（募集班）

第28条 募集班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 職員の採用のための試験その他募集の実施の事務に関すること。

⑵ 募集に必要な広報資料の作成に関すること。

（援護班）

第29条 援護班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 求職のための公共職業安定所等との連絡その他再就職のための求職活動に関し

て職員に協力すること（総括班及び人事教育計画課の所掌に属するものを除

く 。。）

⑵ 職員の再就職を容易にするための広報の実施に関すること。

（厚生課）

第30条 厚生課に、次の３班及び給与室を置く。

厚生班

家族支援班

共済班

（厚生班）

第31条 厚生班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 職員の宿舎に関すること。

⑵ 職員の福利厚生に関すること（家族支援班の所掌に属するものを除く 。。）

⑶ 課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（家族支援班）

第32条 家族支援班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 職員の家族に対する連絡その他の支援に関すること。

⑵ 殉職者の遺族の援護に関すること。

（共済班）

第33条 共済班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 職員の恩給に関すること。

⑵ 職員の共済組合に関すること。

（給与室）

第33条の2 給与室は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 職員の給与に関すること（会計課の所掌に属するものを除く 。。）

⑵ 職員の退職手当に関すること。

⑶ 防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和27年法律第266号）の規定による若

年定年退職者給付金に関すること。

第４章 運用支援・訓練部

（運用支援課）

第34条 運用支援課に、次の２班を置く。

企画班

運用支援班

（企画班）

第35条 企画班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 行動の計画に関し必要な教育訓練、編成、装備、配置、経理、調達、補給、保

健衛生、職員の人事及び補充、通信、電波の使用、整備、輸送並びに施設の計画

の執行に伴い必要な措置に関する計画（次条において単に「計画」という ）の。

作成及び実施の手続きに関すること。

⑵ 部内各課の所掌事務に関する文書で部隊及び機関の行動に関して発せられるも

のの認証、編集及び保存に関すること。

⑶ 部内及び課内の事務の総括及び庶務に関すること。



（運用支援班）

第36条 運用支援班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 計画の総合調整に関すること（企画班の所掌に属するものを除く 。。）

⑵ 航空機の運航に関すること。

⑶ 航空管制に関すること。

⑷ 中央管制気象隊の管理に関する連絡に関すること。

（訓練課）

第37条 訓練課に、次の３班を置く。

総括班

器材・演習場班

訓練・演習班

（総括班）

第38条 総括班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 部隊の訓練及びその検閲に関すること（訓練・演習班の所掌に属するものを除

く 。。）

⑵ 練成訓練の制度に関すること。

⑶ 予備自衛官及び即応予備自衛官の訓練の計画に関すること。

⑷ 教範並びに精神教育及び教養に関する教育訓練資料の整備に関すること。

⑸ 幕僚監部に勤務する職員の共通の訓練に関すること。

⑹ 部隊訓練評価隊の管理に関する連絡に関すること。

⑺ 課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（器材・演習場班）

第39条 器材・演習場班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 教育訓練用器材の取得及び配分の計画に関すること。

⑵ 演習場、射場その他の教育訓練施設の使用に関する改善に関すること。

（訓練・演習班）

第40条 訓練・演習班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 部隊及び機関の練成訓練の実施に関すること。

⑵ 演習に関すること。

⑶ 統合訓練に関する統合幕僚監部との調整に関すること。

第41条 削除

第42条 削除

第５章 防衛部

（防衛課）

第43条 防衛課に、防衛調整官１人を置く。

２ 防衛調整官は、課長の命を受け、防衛課の所掌事務を整理する。

第44条 防衛課に、次の３班、研究室及び防衛協力センター並びに分析企画官１人を

置く。

防衛班

編成班

業務計画班

研究室

（防衛班）

第45条 防衛班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 防衛及び警備の計画に関すること（防衛協力課の所掌に属するものを除く 。。）

⑵ 防衛諸計画の作成等に関する訓令（平成27年防衛省訓令第32号）第３条に規定

する防衛力指針、統合運用構想、能力分析及び能力評価の作成に関する協力に関

すること。



⑶ 部内及び課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（編成班）

第46条 編成班は、部隊及び機関の組織、定員、編成、装備及び配置に関する事務を

つかさどる。

（業務計画班）

第47条 業務計画班は、業務計画の作成及びその実施の調整に関する事務をつかさど

る（防衛班の所掌に属するものを除く 。。）

第48条 研究室に、次の２班を置く。

計画班

研究班

（計画班）

第48条の２ 計画班は、次に掲げる業務をつかさどる。

⑴ 装備品、航空機及び食糧その他の需品（以下「陸上装備品等」という ）に関。

する研究開発の目標とすべき事項に関すること。

⑵ 教育訓練研究本部の管理に関する連絡に関すること。

⑶ 室内の事務の総括及び庶務に関すること。

第48条の３ 研究班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 防衛及び警備の方法の研究改善に関すること。

⑵ 部隊及び機関の運営に関する研究改善に関すること。

（防衛協力センター）

第49条 防衛協力センターに、次の３班を置く。

計画班

日米協力班

防衛協力班

（計画班）

第49条の２ 計画班は次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 軍備管理、軍縮の計画に関すること。

⑵ センター内の事務の総括及び庶務に関すること。

（日米協力班）

第49条の３ 日米協力班は、防衛の分野におけるアメリカ合衆国との協力の計画に関

する事務をつかさどる。

（防衛協力班）

第49条の４ 防衛協力班は、次に掲げる事務（計画班及び日米協力班の所掌に属する

ものを除く ）をつかさどる。。

⑴ 防衛の分野における国際的な交流の計画に関すること。

⑵ その他安全保障環境の安定化に資する国際的諸活動に対する防衛の分野におけ

る協力の計画に関すること。

（分析企画官）

第50条 分析企画官は、課長の命を受け、オペレーションズ・リサーチに関する事務

のうち特定の重要な事項に係るものをつかさどる。

（防衛協力課）

第50条 防衛協力課に、次の２班を置く。

計画班

防衛協力班

（計画班）

第51条 削除

第52条 削除

（施設課）



第53条 施設課に、次の４班を置く。

総括班

建設班

営繕班

環境保全班

（総括班）

第54条 総括班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 土木工事の施行の受託及び実施に関すること。

⑵ 施設技術に関すること。

⑶ 課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（建設班）

第55条 建設班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 施設の取得及び建設の計画に関すること（環境保全班の所掌に属するものを除

く 。。）

⑵ 整備計画局に対する施設の取得及び建設の要求に関すること。

（営繕班）

第56条 営繕班は、施設の維持、修繕その他の管理に関する事務（環境保全班の所掌

に属するものを除く ）をつかさどる。。

（環境保全班）

第57条 環境保全班は、施設の取得及び建設の計画並びに管理に係る環境保全施策の

策定に関する事務をつかさどる。

第６章 装備計画部

（装備計画課）

第58条 装備計画課に、次の３班及び２室を置く。

企画班

後方計画班

補給管理班

需品室

輸送室

（企画班）

第59条 企画班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 陸上装備品等の補給、保管及び整備の計画の総合調整に関すること（後方計画

班の所掌に属するものを除く 。。）

⑵ 陸上装備品等の調達、補給、保管及び整備、輸送並びに施設に関する業務を任

務とする部隊及び機関の業務の総合運営に関すること（後方計画班の所掌に属す

るものを除く 。。）

⑶ 補給統制本部の管理に関する連絡に関すること。

⑷ 部内及び課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（後方計画班）

第60条 後方計画班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 行動の計画に関し必要な調達、補給、整備、輸送及び施設の計画の執行に伴い

必要な措置に関する計画の総合調整に関すること。

⑵ 前号に掲げる事務に関し必要な、陸上装備品等の調達、補給、保管及び整備、

輸送並びに施設に関する業務を任務とする部隊及び機関の業務の総合運営に関す

ること。

⑶ 部内各課の所掌事務に関する文書で部隊及び機関の行動に関して発せられるも

のの認証、編集及び保存に関すること。

（補給管理班）



第61条 補給管理班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 陸上装備品等の補給、保管及び整備の計画の実施の総合調整に関すること（後

方計画班の所掌に属するものを除く 。。）

⑵ 陸上装備品等及び陸上装備品等に関する役務の調達計画の総合調整に関するこ

と（後方計画班の所掌に属するものを除く 。。）

⑶ 防衛装備庁に対する調達要求の総合調整に関すること。

（需品室）

第62条 需品室に、次の４班を置く。

総括班

需品班

燃料班

糧食班

（総括班）

第62条の２ 総括班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 食糧その他の需品（衛生資材を除く。以下「需品」という ）の取扱いに関す。

る技術指導に関すること。

⑵ 室内の事務の総括及び庶務に関すること。

（需品班）

第62条の３ 需品班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 需品の補給、保管及び整備に関すること。

⑵ 被服の支給及び貸与の事務処理手続に関すること。

⑶ 需品及びこれに関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要求に関するこ

と（燃料班及び糧食班の所掌に属するものを除く 。。）

（燃料班）

第62条の４ 燃料班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 燃料、油脂類及び給油器具の補給、保管及び整備に関すること。

⑵ 燃料、油脂類、給油器具及びこれらに関する役務の調達及び防衛装備庁に対す

る調達要求に関すること。

（糧食班）

第62条の５ 糧食班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 職員の給養に関すること（需品班の所掌に属するものを除く 。。）

⑵ 食糧及び給食器具の補給、保管及び整備に関すること。

⑶ 食糧、給食器具及びこれらに関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要

求に関すること。

（輸送室）

第63条 輸送室に、次の３班を置く。

総括班

鉄道・船舶班

道路・航空班

（総括班）

第63条の２ 総括班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 輸送に関する技術指導に関すること。

⑵ 中央輸送隊の管理に関する連絡に関すること。

⑶ 室内の事務の総括及び庶務に関すること。

（鉄道・船舶班）

第63条の３ 鉄道・船舶班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 鉄道及び船舶輸送に関すること（後方計画班の所掌に属するものを除く 。。）

⑵ 鉄道輸送、船舶輸送等に関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要求に



関すること。

（道路・航空班）

第63条の４ 道路・航空班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 道路及び航空輸送に関すること（後方計画班の所掌に属するものを除く ）。

⑵ 車両の運行管理に関すること。

⑶ 道路及び航空輸送に関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要求に関す

ること。

⑷ 輸送事業の施行の受託及び実施に関すること。

（武器・化学課）

第64条 武器・化学課に、次の５班及び化学室を置く。

総括班

火器班

車両班

誘導武器班

弾薬班

（総括班）

第65条 総括班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 火器、車両、誘導武器、弾火薬類及び化学器材並びにこれらに付随する器材の

取扱いに関する技術指導に関すること（化学室の所掌に属するものを除く 。。）

⑵ 課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（火器班）

第66条 火器班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 火器（これに付随する器材を含む。次号において同じ ）の補給、保管及び整。

備に関すること。

⑵ 火器及び火器に関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要求に関するこ

と。

（車両班）

第67条 車両班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 車両（これに付随する器材を含む。次号において同じ ）の補給、保管及び整。

備に関すること。

⑵ 車両及び車両に関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要求に関するこ

と。

⑶ 車両の登録業務に関すること。

（誘導武器班）

第68条 誘導武器班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 誘導武器（これに付随する器材を含む。次号において同じ ）の補給、保管及。

び整備に関すること。

⑵ 誘導武器及び誘導武器に関する役務の調達及びに防衛装備庁に対する調達要求

に関すること。

（弾薬班）

第69条 弾薬班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 弾火薬類（これに付随する器材を含み、化学火工品を除く。次号において「弾

火薬類」という ）の補給、保管及び整備に関すること。。

⑵ 弾火薬類及び弾火薬類に関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要求に

関すること。

⑶ 不発弾その他の火薬類の除去及び処理に関すること。

（化学室）

第70条 化学室は、次に掲げる事務をつかさどる。



⑴ 化学器材（これに付随する器材を含む。次号において同じ ）及び化学火工品。

の補給、保管及び整備に関すること。

⑵ 化学器材、化学火工品及びこれらに関する役務の調達及び防衛装備庁に対する

調達要求に関すること。

⑶ 化学技術に関すること。

（通信電子課）

第71条 通信電子課に、次の５班を置く。

総括班

通信器材班

電子器材班

電計班

施設器材班

（総括班）

第72条 総括班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 通信器材及び電波器材並びにこれらに付随する器材の取扱いに関する技術指導

に関すること。

⑵ 通信工事の施行の受託及び実施に関すること。

⑶ 課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（通信器材班）

第73条 通信器材班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 通信器材（これに付随する器材を含む。次号において同じ ）の補給、保管及。

び整備に関すること。

⑵ 通信器材及び通信器材に関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要求に

関すること。

（電子器材班）

第74条 電子器材班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 電波器材（これに付随する器材を含む。次号において同じ ）の補給、保管及。

び整備に関すること。

⑵ 電波器材及び電波器材に関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要求に

関すること。

（電計班）

第75条 電計班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 電子計算機（これに付随する器材を含む。次号において同じ ）の補給、保管。

及び整備に関すること。

⑵ 電子計算機及び電子計算機に関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要

求に関すること。

⑶ 電子計算機システムの利用技術に関すること。

（施設器材班)

第76条 施設器材班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 施設器材の補給、保管及び整備に関すること。

⑵ 施設器材及び施設器材に関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要求に

関すること。

（航空機課）

第77条 航空機課に、次の３班を置く。

総括班

航空機班

航空安全班

（総括班）



第78条 総括班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 航空機及び航空機用機器（以下「航空機等」という ）の取扱いに関する技術。

指導に関すること。

⑵ 課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（航空機班）

第79条 航空機班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 航空機等の補給、保管及び整備に関すること。

⑵ 航空機等及び航空機等に関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要求に

関すること。

（航空安全班）

第80条 航空安全班は、航空機等に関する航空の安全に必要な措置及びこれに伴う調

整に関する事務をつかさどる。

第７章 指揮通信システム・情報部

（開発課）

第80条の２ 開発課に、次の３課を置く。

総括班

開発第１班

開発第２班

（総括班）

第80条の３ 総括班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 陸上装備品等の研究改善の計画及びその実施の調整に関すること。

⑵ 防衛装備庁に対する陸上装備品等の技術研究及び技術開発の計画に関するこ

と。

⑶ 研究改善の伴う職務発明の手続きの事務処理に関すること。

⑷ 部隊及び機関における陸上装備品等に関する研究改善に関すること。

⑸ 開発実験団の管理に関する連絡に関すること。

⑹ 課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（開発第１班）

第80条の４ 開発第１班は、火器、車両、弾火薬、化学器材、施設器材、船舶及びこ

れらに付随する器材並びに需品の研究改善、制式及び規格に関する事務をつかさど

る。

（開発第２班）

第80条の５ 開発第２班は、誘導武器、航空機、通信電子器材及びこれらに付随する

器材並びに指揮統制システムに係る装備品及びＡⅠの研究改善、制式及び規格に関

する事務をつかさどる。

（指揮通信システム課）

第81条 指揮通信システム課に、次の３班を置く。

企画班

指揮通信システム班

サイバー・電磁波領域班

（企画班）

第82条 企画班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 陸上自衛隊の情報システムの整備及び管理に関すること。

⑵ 部内各課の所掌事務に関する文書で部隊及び機関の行動に関して発せられるも

のの認証、編集及び保存に関すること。

⑶ 部内及び課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（指揮通信システム班）

第83条 指揮通信システム班は、次に掲げる事務をつかさどる。



⑴ 通信の計画及び監理に関すること（サイバー・電磁波領域班の所掌に属するも

のを除く 。。）

⑵ 暗号及び写真（航空写真を除く ）に関すること。。

⑶ 電波の使用計画及び監理に関すること。

（サイバー・電磁波領域班）

第83条の２ サイバー・電磁波領域班は、通信の計画及び監理（サイバー及び電磁波

に関する領域に係るものに限る ）に関する事務をつかさどる。。

（情報課）

第84条 情報課に、次の４班及び情報保全室を置く。

総合情報班

地域情報班

基盤情報班

武官業務班

（総合情報班）

第85条 総合情報班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 第45条第１号及び第２号、第46条並びに第47条に掲げる事務（行動に関し必要

な編成、装備及び配置の計画に関するものを除く ）に必要な情報の集約及び見。

積りに関すること。

⑵ 前号に規定する情報の収集整理及び配布に関する技術指導に関すること。

⑶ 課内の事務の総括及び庶務に関すること。

（地域情報班）

第86条 地域情報班は、第85条第１号に規定する情報のうち国外情報の収集整理及び

配布に関する事務をつかさどる（総合情報班及び基盤情報班の所掌に属するものを

除く 。。）

（基盤情報班）

第87条 基盤情報班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 第85条第１号に規定する情報のうち技術、地誌及び気象に関するものの収集整

理及び配布に関すること（総合情報班の所掌に属するものを除く 。。）

⑵ 地図及び航空写真に関すること。

（武官業務班）

第88条 武官業務班は、外国陸軍武官等との情報業務に関する連絡調整に関する事務

をつかさどる。

（情報保全室）

第88条の２ 情報保全室は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 保全に関すること。

⑵ 第85条第１号に規定する情報のうち国内情報の収集整理及び配布に関すること

（総合情報班及び基盤情報班の所掌に属するものを除く 。。）

⑶ 自衛隊情報保全隊の管理に関する連絡に関すること。

第８章 衛生部

（衛生部）

第89条 衛生部に、企画室及び次の２班を置く。

医務・保健班

薬務班

（企画室）

第90条 企画室に、次の２班を置く。

企画班

衛生計画班

（企画班）



第90条の２ 企画班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 病院その他保健衛生施設の管理に関する連絡に関すること。

⑵ 衛生部の所掌事務に関する文書で部隊及び機関の行動に関して発せられるもの

の認証、編集及び保存に関すること。

⑶ 部及び室内の事務の総括及び庶務に関すること。

（衛生計画班）

第90条の３ 衛生計画班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 保健衛生に関する技術指導に関すること。

⑵ 衛生資材の制式及び規格に関すること。

⑶ 保健衛生及び衛生資材に関する研究改善に関すること。

（医務・保健班）

第91条 医務・保健班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 医療その他の保健衛生に関すること。

⑵ 適性検査に関すること（人事教育計画課の所掌に属するものを除く 。。）

⑶ 公務災害等の医学的判定に関すること。

⑷ 医療事業及び防疫事業の施行の受託及び実施に関すること。

（薬務班）

第92条 薬務班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 薬務に関すること。

⑵ 衛生資材の補給、保管及び整備に関すること。

⑶ 衛生資材及び衛生資材に関する役務の調達及び防衛装備庁に対する調達要求に

関すること。

第９章 監察官

（監察官）

第93条 監察官の事務を行うため、総括副監察官１人及び別に定める数の副監察官を

置く。

２ 総括副監察官は、副監察官の事務を調整及び整理するとともに、監察官を助け、

監察官に事故があるとき、又は監察官が欠けたときは、その職務を行う。

３ 副監察官は、監察官の命を受け、監察に関する事務を行う。

第10章 法務官

（法務官）

第94条 法務官に、副法務官１人を置く。

２ 副法務官は、法務官を助け、法務官に事故があるとき、又は法務官及び副監察官

が欠けたときは、その職務を行う。

第94条の２ 法務官に次の２班を置く。

総括班

訴訟・賠償・補償班

（総括班）

第94条の３ 総括班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 例規集その他特に命ぜられた重要な文書の審査に関すること。

⑵ 陸上自衛隊に関するこ法制の調査及び研究に関すること。

⑶ 法務官内の事務の総括及び庶務に関すること。

（訴訟・賠償・補償班）

第94条の４ 訴訟・賠償・補償班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 訴訟、損害補償及び損失補償に関すること。

⑵ 職員の災害補償に関すること。

⑶ 法令の調査及び研究に関すること （総括班の所掌に属するものを除く 。。 。）

第11章 警務管理官



（警務監理官）

第95条 警務監理官に、次の２班を置く。

総括班

警務班

（総括班）

第95条の２ 総括班は、次に掲げる事務をつかさどる。

⑴ 陸上自衛隊たる警務官及び警務官補に関すること。

⑵ 警務隊の管理に関する連絡に関すること。

⑶ 警務監理官内の事務の総括及び庶務に関すること。

（副警務管理官）

第12章 雑則

（防衛協力センター長、室長及び班長）

第96条 防衛協力センターにセンター長を、室に室長を、班に班長を置く。

２ 衛生部の室長又は班長は衛生部長の、法務官の班長は法務官の、警務監理官の班

長は警務監理官の、課のセンター長、室長又は班長は課長の命を受け、センターの事

務、室務又は班務を掌理する。

（委任事項）

第97条 この訓令に定めるもののほか、幕僚監部の内部組織の細部に関し必要な事

項は、幕僚長が定めるものとする。

附 則

この訓令は、昭和35年１月30日から施行する。

（昭和54年４月４日陸上自衛隊訓令第10号）附 則

この訓令は、昭和54年４月４日から施行する。

（昭和56年４月３日陸上自衛隊訓令第21号）附 則

この訓令は、昭和56年４月３日から施行する。

（昭和57年４月６日陸上自衛隊訓令第８号）附 則

この訓令は、昭和57年４月６日から施行する。

（昭和57年12月14日自衛隊訓令第34号）附 則

この訓令は、昭和58年１月１日から施行する。

（昭和58年３月７日防衛庁訓令第４号）附 則

この訓令は、昭和58年３月24日から施行する。

（昭和58年４月５日陸上自衛隊訓令第14号）附 則

この訓令は、昭和58年４月５日から施行する。

（昭和60年４月６日陸上自衛隊訓令第11号）附 則

この訓令は、昭和60年４月６日から施行する。

（昭和60年12月25日防衛庁訓令第47号 （抄）附 則 ）

１ この訓令は、昭和60年12月25日から施行する。

（昭和61年４月５日陸上自衛隊訓令第15号）附 則

この訓令は、昭和61年４月５日から施行する。

（昭和62年５月21日陸上自衛隊訓令第18号）附 則

この訓令は、昭和62年５月21日から施行する。

（昭和63年４月８日陸上自衛隊訓令第14号）附 則

この訓令は、昭和63年４月８日から施行する。

（平成元年５月29日陸士自衛隊訓令第21号）附 則

この訓令は、平成元年５月29日から施行する。

（平成２年６月８日陸上自衛隊訓令第20号）附 則

この訓令は、平成２年６月８日から施行する。

（平成２年10月ｌ日防衛庁訓令第38号）附 則



この訓令は、平成２年10月１日から施行する。

（平成３年４月12日陸上自衛隊訓令第10号）附 則

この訓令は、平成３年４月12日から施行する。

（平成６年３月22日自衛隊訓令第３号）附 則

この訓令は、平成６年３月28日から施行する。

（平成６年６月24日陸上自衛隊訓令第11号）附 則

この訓令は、平成６年６月24日から施行する。

（平成７年３月20日陸上自衛隊訓令第９号）附 則

この訓令は、平成７年３月28日から施行する。

（平成９年１月17日防衛庁訓令第１号）附 則

この訓令は、平成９年１月20日から施行する。

（平成10年３月25日防衛庁訓令第12号 （抄）附 則 ）

１ この訓令は、平成10年３月26日から施行する。

（平成10年４月９日陸上自衛隊訓令第18号）附 則

この訓令は、平成10年４月９日から施行する。

（平成12年３月22日防衛庁訓令第12号）附 則

１ この訓令は、平成12年３月28日から施行する。

２ この訓令の施行の日から檜町駐屯地の廃止の日の前日までの間は、改正後の陸上

幕僚監部の内部組織に関する訓令第３条第３号中 中央業務支援隊 とあるのは 中「 」 「

央業務支援隊及び檜町業務隊」と読み替えるものとする。

（平成13年１月６日防衛庁訓令第２号）附 則

この訓令は、平成13年１月６日から施行する。

（平成13年３月26日陸上自衛隊訓令第11号）附 則

この訓令は、平成13年３月27日から施行する。

（平成13年３月30日陸上自衛隊訓令第23号）附 則

この訓令は、平成13年４月１日から施行する。

（平成13年11月２日防衛庁訓令第76号）附 則

この訓令は、平成13年11月２日から施行する。

（平成14年３月４日陸上自衛隊訓令第３号）附 則

この訓令は、平成14年３月27日から施行する。

（平成14年３月18日防衛庁訓令第４号）附 則

この訓令は、平成14年３月27日から施行する。

（平成15年３月24日陸上自衛隊訓令第７号 （抄）附 則 ）

この訓令は、平成15年３月27日から施行する。

（平成16年３月26日防衛庁訓令第19号）附 則

この訓令は、平成16年３月29日から施行する。

（平成17年３月30日防衛庁訓令第34号）附 則

この訓令は、平成17年４月１日から施行する。

（平成18年３月24日陸上自衛隊訓令第16号）附 則

この訓令は、平成18年３月27日から施行する。

（平成18年７月28日防衛庁訓令第83号）附 則

この訓令は、平成18年７月31日から施行する。

（平成19年１月５日防衛庁訓令第１号）附 則

この訓令は、平成19年１月９日から施行する。

（平成19年３月27日防衛省訓令第10号）附 則

この訓令は、平成19年３月28日から施行する。

（平成19年８月30日防衛省訓令第145号 （抄）附 則 ）

１ この訓令は、平成19年９月１日から施行する。



（平成20年３月25日防衛省訓令第12号 （抄）附 則 ）

１ この訓令は、平成20年３月26日から施行する。

（平成21年３月23日陸上自衛隊訓令第９号）附 則

この訓令は、平成21年３月26日から施行する。

（平成21年７月29日防衛省訓令第48号）附 則

この訓令は、平成21年８月１日から施行する。

（平成22年６月30日防衛省訓令第29号 （抄）附 則 ）

１ この訓令は、平成22年７月１日から施行する。

（平成23年４月19日防衛省訓令第20号）附 則

この訓令は、平成23年４月22日から施行する。

（平成26年３月24日防衛省訓令第10号）附 則

この訓令は、平成26年３月26日から施行する。

（平成26年５月30日防衛省訓令第35号）附 則

（施行期日）

１ この訓令は、国家公務員法等の一部を改正する法律の施行の日（平成26年５

月30日）から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、平成27年10月１日から施行する。

（平成29年３月24日省訓第９号）附 則

この訓令は、平成29年３月27日から施行する。

（平成30年３月２日防衛省訓令第６号）附 則

この訓令は、平成30年３月27日から施行する。

（平成31年３月20日防衛省訓令第５号）附 則

この訓令は、平成31年３月26日から施行する。ただし、第13条の規定は、同月22日

から施行する。

（令和２年３月25日防衛省訓令第14号）附 則

この訓令は、令和２年３月26日から施行する。

（令和２年３月30日防衛省訓令第19号）附 則

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

（令和３年３月16日防衛省訓令第９号）附 則

この訓令は、令和３年３月１８日から施行する。

（令和３年３月31日防衛省訓令第18号）附 則

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。

（令和６年３月21日防衛省訓令第27号）附 則

この訓令は、令和６年３月２１日から施行する。


